
  　 　 　 　 　 　 　 　       

健康福祉部

健康増進課

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

24年度 25年度 26年度

目標に対
する成果
の状況

・計画どおり10保健福祉事務所において、研修会を開催することができ、地域の活動のリーダーとなる会員を増やすことができた。
・広報紙を作成し、市町村等に配布し保健補導員活動をPRすることができた。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 17,678 11,615

0 16,516

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

Aの
財源

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

合計（A) 0 880

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・信州保健医療総合計画の目指すべき姿である「健康で長生き」の達成に向け、ソーシャルキャピタルの担い手である健康ボランティアの
役割は重要であるため、食生活改善推進員の取組等を中心に支援していく。
・健康ボランティア活動強化事業として、新たに事業者と連携した健康保険委員育成支援事業を実施し、企業の従業員の健康づくりの取
組を支援する。（平成26年度予算要求時事業改善シートは、別途作成）

概　算
人件費

2.00 1.30

0

541 440
達成

10,735

0 0

-

  自らが健康生活の実践者として地域で活動する食生活改善推進員や、自分や家庭、地域の健康を考えて保健活動を行う保健補導員
が、ボランティアとして活躍することにより、地域住民の健康づくりが推進される。

【食生活改善推進員】
・「私達の健康は私達の手で」をスローガンに、自らが健康づくりを実践し、家族や地域住民へ広げる活動を実施
・会員の高齢化による会員数の減少（ピーク時　7,400人余　⇒　約4,500人（H24)）、市町村協議会組織数　　（64/77　市町村協議会）
・県民参加の健康づくりを進める環境を整えるため、食生活改善推進員の養成・育成を支援し、活動を強化する必要がある。
【保健補導員】
・76市町村に組織が設置され、総数は11,259人（H23）
・育成するマンパワーの不足、高齢化、活動の市町村格差がある。

保健補導員活動のPR

子育て世代の減塩調査隊事業 委託

当初予算

補正予算

942 440

区　　分（単位：千円） 23年度

冊子作成 冊子配付

0 1,483

保健補導員活動のPR 直接

合計 1,483 8801,162

1,162

成果目標の達成状況

項目

ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ研修会の
開催数

1,483 880

-

県が関与
する理由

10回 10回 達成

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

健康増進法、県健康増進計画、食育推進基本計画（国）、県食育推進計画
地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成24年７月31日厚生労働省告示）

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績
H25 H26

（当初） （決算） （当初）

事業番号 05 05 09 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名
健康ボランティア活動強化事業

（食生活改善推進員・保健補導員の育成支援） 担
当
課

部局

課・室

施策の総合的展開
６－１　健康で長生きできる地域づくり

1 保健活動の推進 実施期間 H25 ～

総合５か年
計画

プロジェクト  ４－1－5　健康づくり・医療充実プロジェクト E-mail kenko-zoshin@nagano.lg.jp

・食生活改善推進員ステップアップ研修会の開催　10回
・保健補導員活動周知のPR誌発行

Ｈ25 H26
目標

H24末
（実績） 目標 成果 達成状況

10回

-

516 362

広報紙の作成と市町村その他関係機関への配付 400 353 0

食生活改善推進員ステップ
アップ研修会

直接
食生活改善推進員が地域の健康づくりの課題を理解
し、その解決のための取組の実践者としての活動がで
きるよう支援するための研修会の開催

567 293 518

乳幼児健診を受診する子育て世代を対象に、みそ汁
の塩分濃度測定と食塩摂取と野菜摂取等に関するア
ンケート調査と具体的なアドバイスを実施した。(委託
先：長野県食生活改善推進協議会）

516


